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              ”デジタル人民元が始動へ “ 

 

 4月 14日、中国人民銀行によるデジタル人民元電子決済のス

マホアプリがリリースされた。程なくして北京など中国国内 5都市

でデジタル人民元の試験運用が始まったことが明らかとなった。

中国工商銀行など中国 4大銀行のほか、チャイナ・モバイルな

どキャリア大手 3社も試験運用に参加している。5都市のうち蘇

州市では、5月から公務員などを対象にデジタルウォレットが割り

当てられ、通勤交通費の半分がデジタル人民元で支払われるこ

ととなった。中長期的には、中国の現金流通量のうち 5 割までデ

ジタル人民元に置き換え、普及を図っていく意向だ。 

 

中国ではキャッシュレス決済の比率が 7割前後に上り、スマホ

決済の利用者が 7億人を超えているといわれる。アリババの支

付宝（AriPay）とテンセントの微信支付（WeChat Pay）は電子マネ
ーの機能を有しているが、法定のデジタル通貨ではなく、電子ペ

イメント（決済）にとどまっている。中国人民銀行がデジタル人民

元のことをデジタル通貨（DC）と電子ペイメント（EP）を併せ持つ

意味で DCEP と名付けている。財布に入れる紙幣に対し、デジ

タル人民元はスマホのデジタルウォレットに搭載される。デジタル

人民元の運用フローは人民元の紙幣と同じで、中央銀行が金融

機関を介して預金者に供給する。デジタルウォレット開設に係る

本人確認（eKYC）手続きとアカウトの管理も金融機関が行う。 

 

”デジタル人民元の強み “ 

 

 人民元紙幣と同様、デジタル人民元は法定通貨であることか

ら、中国の金融機関や個人がデジタル人民元の受け取りを拒否

できない。一方で、電子マネーである AriPay やWeChat Pay が

強制通用力を有しないほか、異なる電子マネーアプリには互

換性がなく決済ができない。注目されるのは、デジタル人民元

は銀行口座に関連付ける必要がないため、銀行サイトへのアク

セス無しに近距離通信技術（NCF）によりスマホ同士で非接触で

現金の受け払いができる点だ。一方で、交通系カードを除く一般

的な電子マネーはサイトへのアクセス無しに決済が不可能だ。 

 

そうしたなか、米フェイスブックが 2019年夏、世界中に 27億

人以上のフェイスブックユーザー間で使用することを目的として

打ち出したグローバルデジタル通貨の「リブラ」が曲がり角を迎え

ている。リブラは各国の通貨と交換レートを固定させた複数のス

テーブルコイン（安定した価格を実現するように設計された通貨）

を年内にも発行する計画だったが、各国金融当局の反発にあっ

ている。主要国が自国のデジタル通貨を発行する動きが強まる

なか、民間主導のリブラは各国の通貨主権を侵害する懸念が残

るほか、リブラへの信頼性低下に伴う金融不安の連鎖、匿名性

ゆえにマネーローンダリングの温床としても危惧された。一方で、

中央銀行のデジタル通貨はお金の流れの管理や脱税防止、マ

ネーローンダリングに有効であると期待されている。デジタル人

民元を始め、主要国の法定デジタル通貨に軍配が上がろう。 

”デジタル人民元の発行・利用イメージ“ 

 
（出所：各種報道をもとにフィリップ証券作成） 

 

”デジタル人民元が人民元国際化を後押しへ“ 

 

 中国人民銀行の前総裁の周氏が 2019年 11月、同行がデジタ

ル人民元の 2つの主要な使命を想定しており、小売決済の円滑

化と国境を超える決済の新しいツールとなるだろうと語った。国境

を超える新しい決済ツールが意味するところは、デジタル人民元

が人民元の国際化への後押しになるとの期待が込められている。

2016年 10月、国際通貨基金（IMF）が米ドル、ユーロ、日本円、

英ポンドと共に、人民元を SDR(特別引出権)バスケットの 5 番目の

構成通貨として加えた。SDRへの採用が人民元の国際化に向け

た一里塚として国際社会の関心が高かったものの、国際化という

意味では十分に成果を上げているとは言えない状況だ。現在の国

際決済に占める米ドルの割合が約 40％に対し、人民元は 2％にと

どまっている。中でも、米ドル建ての石油取引は米銀経由での取

引のため、取引情報が米国に筒抜けとなっている。2018年 3月、

上海先物取引所で人民元建ての原油先物取引が始まった。人民

元建て商品取引の拡大は中国にとって切実な問題であろう。 

 

  中国が推し進める「一帯一路」構想では、欧亜大陸諸国との経

済一体化が計画されている。デジタル人民元取引の拡大は基軸

通貨米ドルへの依存度を下げるだけでなく、人民元建てによる融

資や投資を通して、「人民元の経済圏」を構築することとなろう。折

しも、中国税関総署が今月 14日に発表した 20年 1-6月の貿易

統計で、ASEAN との貿易額が初めて首位となった。中国の貿易全

体に占めるシェアでは、ASEANは 2010 年の 10％前後から、

14.7％に上昇した。中国はアメリカへの対抗の一環として、一帯一

路沿線国との貿易を促進しており、当面 ASEANの対中貿易拡大

が続きそうだ。世界で最も高い成長率を誇るアジア諸国の主要貿

易相手国が軒並み中国であることから、「米ドル圏」、「ユーロ圏」

に続く、デジタル人民元を中心とした「人民元圏」の出現が世界経

済における存在感が高まるとみられる。 
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